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 令和６年度  

地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護 事業者集団指導  

                    令和７年２月１３日（木）午後２時から 

時                                                                        

（１） 介護報酬改定の主な変更事項等について（P２） 

・令和７年３月３１日で経過措置終了となる項目について 

・令和６年４月から義務化となった項目の確認 

・令和７年度の「介護職員等処遇改善加算」に係る書類の提出期限について 

（２） 運営指導における指導内容について（P１０） 

・運営指導の流れ、指摘事項の例 

（３） 指定更新申請について（P１２） 

      ・更新書類の提出時期 

      ・変更届や体制届における電子申請届出システムのご案内 

（４） 運営推進会議について（P１３） 

      ・開催頻度の目安、構成員の例など 

（５） その他 

・事故報告について（P１４） 

【参考資料１】地域密着型サービス事業所の区域外利用について（P１６） 

【参考資料２】介護離職の防止のために・介護休暇制度の案内（P１９） 

 

（６） 高齢者虐待の防止について【高齢者福祉課より】（P１８） 



2 

 

（１）介護報酬改定の主な変更事項について  

人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、①地域包括ケアシステムの深化・推進、②

自立支援・重度化防止に向けた対応、③良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働

きやすい職場づくり、④制度の安定性・持続可能性の確保、を基本的な視点として、令

和６年４月に介護報酬改定が行われました。                   

  その中で令和７年３月３１日に経過措置終了となる項目、令和７年度から義務化とな

る項目は下記のとおりです。 

 

①  ＜業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入＞ 

■感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できる体制を構築するため、業務継続

計画が未策定の際は、基本報酬を減算する。経過措置１年間 (※) 

【単位数】 

業務継続計画未策定減算 

施設・居住系サービス   所定単位数の100分の３に相当する単位数を減算 

その他のサービス       所定単位数の100分の１に相当する単位数を減算 

（※）令和７年３月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備

及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しない。 

 →経過措置は令和７年３月３１日で終了。４月１日からは業務継続計画の策定が未策

定の場合減算となる 

【算定要件】 

感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が策定されていない場合 

 

②  ＜｢書面掲示｣規制の見直し＞  

■運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等について、「書面掲示」に

加え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、介護サービス事業者は、原則と

して重要事項等の情報をウェブサイト（法人のホームページ又は情報公表システム上） 

に掲載・公表しなければならないこととする。    ※令和７年度から義務付け 

★厚生労働省ホームページ・介護サービス情報公表システム 

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/    

●令和６年４月から義務化となった項目の確認  
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【資料１】（令和５年１０月４日・介護保険最新情報Vol.１１７４ 抜粋） 
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◎令和５年度集団指導資料より抜粋  

感染症対策の強化  

感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から以下の内容を義務化。

施設系サービスについて、現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓

練（シミュレーション）の実施。その他サービスについて、委員会の開催、指針の整 

備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等。 

 

業務継続に向けた取組の強化  

感染症や災害が発生した場合でも、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を

構築する観点から、業務継続に向けた計画等の作成、研修・訓練の実施等が義務化。  

 

認知症介護基礎研修の受講の義務付け  

介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護に直接関わる職員

のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講さ

せるために必要な措置を講じること 

 

  高齢者虐待防止の推進 

■利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、虐待の発生又はその

再発を防止するための措置が講じられていない場合に、基本報酬を減算する。 

【単位数】 

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算(新設) 

【算定要件】 

虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止する

ための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられて

いない場合  ※福祉用具貸与については、３年間の経過措置期間を設ける。 

 

いずれも 令和５年度末（令和６年３月３１日）までは努力義務となっていましたが、令和

６年４月１日以降経過措置は終了しています。 

運営指導でも業務継続計画や介護に携わる職員の資格証等の確認なども行っておりますの

で、既に対応済みと思いますが、改めてご確認をお願いいたします。 

 

※「【資料２】令和６年度介護報酬改定における改定事項について」もご確認ください 
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・令和７年度の「介護職員等処遇改善加算｣に係る書類の提出期限について 

 

令和７年度の介護職員等処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）について、

厚生労働省から、計画書等の様式の見直しを検討しており、通常、処遇改善加算を算定

する月の前々月の末日までに行うこととしているところ、令和７年４月分及び５月分の

処遇改善加算を算定する場合の届出期限を、同年４月１５日まで延長する予定である旨

の事務連絡がありました。見直し後の様式については２月上旬を目処にお知らせする予

定となっております。 

詳細が分かり次第改めてご案内いたしますが、令和７年度の処遇改善加算等に係る計

画書の作成及び提出はしばらくお待ちいただきますようお願いいたします。 

              

◎令和７年６月以降の処遇改善加算の申請については、通常どおり処遇改善加算を算定す

る月の前々月の末日までとなる予定です。 

 

※処遇改善加算の一本化についての厚生労働省からのご案内は次の６Pに掲載しています 

 

【その他処遇改善加算に関するホームページ等】 

 

★厚生労働省ホームページ 処遇改善加算：制度概要 

https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html 

・制度概要→移行ガイドから推奨の移行パターンを算出するページに進む事もできます 

 

★厚生労働省 処遇改善加算 Q＆A（第３版）令和６年６月２０日 

https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/download/D1_q%26a.pdf 

 

 

  

https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html
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（２）運営指導における指導内容について 

市では、地域密着型サービスの指定事業所に対して、指定有効期間内に一回以上の運

営指導を実施するため、毎年いくつかの事業所を訪問します。  

運営指導では、人員基準、職員の雇用の実態、運営規程や契約書等の内容、利用者が

受けているサービスの内容等について、記録書類などをもとに確認していますので、日

頃から書類の適切な保存に努めてください。  

以下は、近年実施した運営指導の流れと指摘の事例です。なお、介護予防・日常生活

支援総合事業（以下、「総合事業」）については運営指導を実施しておりませんが、指摘

の事例については参考にしてください。  

  

＜運営指導の流れの例＞  

   ①指導予定日の １ヶ月程度前  

      指導を行う日程、対象施設、必要書類等について市から通知いたします。 

事業所の皆様は、指導に係る事前提出書類や記録の整理を行ってください。  

 

   ②指導予定日の１０日位前  

     事業所より市に対し、事前提出書類（※）を提出していただきます。  

 ※勤務形態一覧表・運営規程・業務継続計画書・虐待の防止のための指針 他 

 

   ③指導当日  

基本的に、事前に提出のあったチェックシートの項目に沿って記録等を確認いたします。

時間は 1 サービスあたり２時間程度を目安としています。書類の確認後、事業所内設備

等を見させていただきます。最後に簡潔な講評をして、指導は終了となります。 

 

④指導後 

事業所に対し、指導の結果を文書で通知します。その内容に沿って書類の修正や提出等対

応をお願いいたします。 
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＜運営指導での指摘事例＞  

●勤務体制一覧表（勤務実績表）  

・勤務実績表について、勤務予定時間が記載されていた。 

・勤務時間の合計の計算に誤りがあった。  

 

●運営規程  

 ・変更の届出が必要な事項について、変更届が提出されていない。  

 ・通常の事業の実施地域の記載に不足がある、人員の記載に誤りがある。  

  

●契約書や重要事項説明書   

 ・個人情報の利用にあたり、個人情報同意書に家族の記入欄が無い。 

  ・介護保険課と表記されるべき箇所が、高齢者福祉課のままである。電話番号も高齢 

福祉課の番号になっている。 

 ・重要事項説明書の説明日が記載されていない方がいる。  

 

  ●居宅介護支援事業者との連携 

  ・利用者の個別ファイルにサービス担当者会議の記録（出席時は記録を残す・欠席時は

会議録を取り寄せる）が保管されていない。 

  

 ●書類の保管 

  ・利用者の個別ファイルに最新の介護保険被保険者証や介護保険負担割合証の写しが保

管されていない。 

    

●事業所情報  

 ・利用料金の案内に記載された金額が、何割負担の金額か記載されていない。 

 ・ＨＰや広告、チラシの情報が古いままとなっている。  
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（３）指定更新書類について   

令和７年度が指定更新年度にあたる各事業所のご担当者様へ、提出書類等について、 

お早めにご準備いただきますようお願いいたします。 

様式については、国の様式に従い随時更新をしています。市 HP にてご案内しておりま

すので、更新時期が近づきましたら必要書類をご確認いただきご提出願います。 

提出期限は、更新日前々月の末日となります。 

例）指定期限：令和７年５月３１日→提出期限：令和７年４月３０日 

★市 HP（指定更新関係書類）ページ番号：5025 

https://www.city.sakura.lg.jp/soshiki/kaigohokenka/23/281/5025.html  

※指定更新書類は郵送、メール、窓口で受け付けておりますが、管理者や運営規定などの変更

による「変更届」と加算等の変更による「体制届」の提出は下記の電子申請届出システムで

も行うことができます。佐倉市では令和７年４月から本格稼働となりますが、令和７年１月

から試験的に開始しておりますので、下記厚生労働省ホームページをご確認いただき、電子

申請についてご検討ください。 

★厚生労働省ホームページ「指定申請等のウェブ入力・電子申請について」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-shinsei.html 

★厚生労働省ホームページ 「【電子申請届出システム】介護事業所向け操作ガイド」 

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/pdf/operation_guide_2_10.pdf 

【資料３】「【電子申請届出システム】介護事業所向け操作ガイド 8P」

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-shinsei.html
https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/pdf/operation_guide_2_10.pdf
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注）ログインには G ビズ ID アカウントが必要となります。アカウントを取得していな

い場合は、アカウントの作成画面に移動します。 

G ビズ ID とは？  

・G ビズ ID は、法人・個人事業主向け共通認証システムです。 

・G ビズ ID を取得すると、一つの ID・パスワードで、複数の行政サービス にログイン

できます。 

・アカウントは 最初に１つ 取得するだけで、 有効期限、年度更新の必要はありませ

ん 。（令和３年８月現在）   

（★デジタル庁ホームページより）https://gbiz-id.go.jp/top/ 

              

（４）運営推進会議について  

運営推進会議は事業者が自ら設置し、利用者の家族や地域住民の代表者等に，提供して

いるサービス内容を明らかにすることでサービスの質を確保し、地域との連携を図ること

を目的とします。  

なお、新型コロナウイルス拡大を防止する観点から、運営推進会議を延期または中止し

た場合の運営基準違反とならないという取り扱いは、令和５年５月８日で終了いたしまし

た。そのため、感染対策のため通常どおりの開催が難しいという判断では会議の延期また

は中止は認められません。 

ただし、感染者がいて様子を見るという場合は、書面による開催として、資料を作成の

うえ、運営推進会議の委員へ配布することは可能です。作成した議事録は、資料として５

年間保存してください。 

  

●開催頻度の目安  

＜概ね 6 カ月に 1 回以上＞  

認知症対応型通所介護，地域密着型通所介護 ，定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

●構成員の例  

①利用者または利用者家族  

②地域住民の代表者（民生委員・自治会役員など）  
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③市職員又は地域包括支援センター職員  

④提供しているサービスに対して知見を有する者  

の各分野から 1 名以上選出。  

 

●議題の例  

議題については一律の決まりはありませんが、下記のようなものがあげられますので参

考としてください（全てを議題とする必要はありません）。 

・利用状況の報告（利用者数、介護度、イベントの開催、地域と交流等）  

・事業所への要望・助言などの意見聴取  

・職員研修の実施状況報告  

・ヒヤリハットや事故等の報告と防止に向けた改善策  

・運営上の課題  

・利用者の健康管理に係る取り組み  

・前回の運営推進会議で聴取した要望・助言への対応の報告 

 

令和７年度分の、市、または地域包括支援センター職員出席の割り当てを作成するた

め、２月下旬頃メールにて希望日の調査をご案内いたします。ご多忙のところ恐縮です

が、早めの希望日の回答（３月中旬頃）をお願いいたします。 

 

（５）その他  

●事故報告について（※令和 6 年 12 月に、報告書様式を更新しました） 

詳細は、佐倉市ホームページをご参照ください。 

★「事故報告書について」 ページ番号：5835  

https://www.city.sakura.lg.jp/soshiki/kaigohokenka/23/oshirase_joho/5835.h

tml 

 

https://www.city.sakura.lg.jp/soshiki/kaigohokenka/23/oshirase_joho/5835.html
https://www.city.sakura.lg.jp/soshiki/kaigohokenka/23/oshirase_joho/5835.html
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●事故報告を行う必要がある場合 

（１） サービスの提供中に、利用者のケガ又は死亡事故の発生等 

⇒ケガの程度については、外部の医療機関で受診をし、治療を伴ったものを原則とするが、

それ以外でも家族等に連絡しておいた方がよいと判断されるものも含む。 

 

（２） 食中毒や感染症・結核が発生したとき。(注意)新型コロナウイルス感染症の発生も含

みます 

⇒食中毒や感染症、またはそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が発生した場合 

⇒同一の食中毒や感染症患者又はそれらが疑われる者が 10 名以上又は全利用者の半数

以上発生の場合 

⇒上記に該当しないが、通常の動向を上回る感染症の発生が疑われ、特に管理者が報告

を認めた場合 

 

（３） 事業所職員の法令違反・不祥事等が発生したとき。 

 

（４） その他、管理者の判断により、報告が必要と認められたとき。 

 

●報告方法・期限 

・報告方法：事故報告書をメール、郵送、もしくは窓口持参で提出 

・報告期限：事故発生から 5 日以内（緊急を要する場合は、第一報を電話連絡後に文書で報告） 

 ※文書報告後、対象者が死亡する等、状況に変化があった場合は、速やかに再報告を行っ

てください。 

●報告先 

・佐倉市市内の事業者で佐倉市の被保険者→佐倉市介護保険課 

・佐倉市内の事業所で佐倉市以外の被保険者…佐倉市と所在市区町村の介護保険担当課 

・食中毒及び感染症・結核の発生の疑い…佐倉市と印旛健康福祉センター（印旛保健所/電

話 043-483-1133） 
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参 考 資 料 １：地域密着型サービス事業所の区域外利用について 

地域密着型サービスは、高齢者が可能な限り住み慣れた身近な地域において、きめ細か

い介護サービスを受けながら生活を継続できるようにとの配慮から、平成１８年４月に創

設されました。 

この地域密着型サービスでは、事業所指定の手続、被保険者が利用できる事業所の範囲

等が従前からのサービスとは異なっており、次のとおり取扱うこととなっています。 

 

区域外事業所に対する指定について 

地域密着型サービスでは、市町村長は、原則として区域内事業所に対して指定を行うこ

とになっていますが、市町村の区域外に所在する地域密着型サービス事業所（以下「区域

外事業所」という。）についても、当該事業所の所在する区域の保険者（以下「所在地保険

者」という。）の同意があれば、指定することができます。 

当該同意に係る要件、手続等については、介護保険法では詳細な規定がありませんの

で、区域外事業所の指定（以下「区域外指定」という。）に係る同意依頼を行ったり、他市

町村からの同意依頼に対して同意を行う（以下「同意等」という。）場合には、関係する保

険者は、地域密着型サービスの趣旨を踏まえつつ、それぞれの地域性も加味してその可否

を判断することになります。市町村間のやりとり等に時間を要するため（２，３週間程

度）同意を得る場合は余裕をもっていただいています。 

地域密着型サービスの事業所指定等の考え方（原則） 

〇事業所の指定は、都道府県知事ではなく市町村長が行う。 

（介護保険法第 42条の 2 本文、第 54条の 2 本文） 

〇市町村長は原則として、当該市町村の区域内に所在する地域密着型サービス事業所

（以下「区域内事業所」という。）について指定を行う。 

（介護保険法第 78条の 2第 1項及び第 4項第 4号、第 115条の 12第 1項及び第 2項第 4号） 

〇住所地特例の対象者について、施設所在市町村長の指定をうけた特定地域密着型サー

ビス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介

護、地域密着型通所介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービス）を利用できる。 

（介護保険法第 42条の 2本文、第 54条の 2本文） 
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〈同意等を行ったケース〉 

① 地域密着型通所介護創設前の平成 28年 3月 31日時点で介護予防通所介護を利用してい

た方が平成 28年 4月以降、要支援から要介護になった場合（要支援者はみなし指定の対

象にはならないため）※平成 28年 4月以降利用を開始した要支援者は適用外 

 

② 地域密着型通所介護において、みなし指定の対象者の利用が継続している間に、事業所

が指定更新になったケース（みなし指定の効力は指定更新後には及ばないため） 

 

③ 地域密着型通所介護において、みなし指定の対象者の利用が継続している間に、事業所

の運営法人が変わり、新たに指定することになったケース（みなし指定の効力は新事業

所には及ばないため） 

 

〈同意等を行ったことはないが検討を要するケース〉 

① 家族、同居者による虐待等、やむを得ない理由により区域外利用を希望する場合。 

 

②  居住地保険者の区域内において、希望する地域密着型サービスを提供する事業所がな

い場合、若しくは、当該サービスを提供する事業所の利用定員に空きがない場合。 

⇒利用希望者が、地元に利用可能な事業所がない場合に、区域外利用を求めることは理

解しますが、一方で、各保険者は、自己の被保険者の地域密着型サービスの需要量を適

切に見込み、それに応じたサービス基盤の整備、事業計画の策定を行うものであること

から、こうした理由のみにより、安易に同意等が行われることはありません。 

 

③ 交通事情等により、利用希望者が区域内事業所を利用することが著しく不便であり、一

方で利用至便な区域外事業所がある場合。 

⇒事業所への移動の利便性のみが判断基準となっており、画一的に運用すると地域密着

型サービスの趣旨を損なう恐れもあるため、利用希望者の心身の状況（区域内事業所に

通うための遠距離移動に耐え得るか…）等もあわせて判断する必要があります。 
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④ 統廃合に伴う他事業所への転所や業態転換後の事業所の継続利用等、やむを得ない理由

により区域外利用を希望する場合。 

⇒ 事業所の廃止等があった場合でも、同一市町村内に利用可能な他の地域密着型サービ

ス事業所がある場合や他の代替サービスによる対応が可能な場合も考えられるので、そ

れらと“なじみ”の関係の継続を比較衡量する等、“なぜ当該区域外事業所でないといけ

ないのか？”について十分に確認する必要があります。 

 

他市から転入して佐倉市の地域密着型サービスを利用することについて 

例えば、他市に住んでいた方が、佐倉市内のグループホーム等に住民票を移動して入居

することは、地域密着型サービスの制度趣旨から外れていると言わざるを得ません。その

分、佐倉市の被保険者が利用できる枠が減ってしまうことにもなりますので、事前に市に

相談するなど、ご協力をお願いします。 

ただし、他市に住んでいた親が、介護者である子の住む佐倉市に転入して、市内のグル

ープホーム等に入居するようなケースは、住み慣れた地域でサービスを受けるという制度

趣旨からは外れますが、現状では利用を制限することはしていません。 

 

 

5.高齢者虐待への対応について  

高齢者福祉課より 

説明資料：高齢者虐待の防止について 

 

 

 

 



19 

 

参 考 資 料 ２ 

◎介護休暇とは 

労働者が要介護状態（負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害によ

り、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態）にある 

対象家族の介護や世話をするための休暇です。 

※労働基準法の年次有給休暇とは別に取得できます。有給か無給かは、会社

の規定によります。 

※要介護状態の定義は、介護休業と同じです。介護保険制度の介護サービス

や育児・介護休業法の両立支援制度を組み合わせて活用し、仕事と介護を両

立しましょう。 

 

★厚生労働省ホームページアドレス 「介護休暇について」 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koy

oukintou/ryouritsu/kaigo/holiday/ 
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